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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自平成15年 
３月21日 

至平成15年 
９月20日 

自平成16年
３月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成17年
３月21日 

至平成17年 
９月20日 

自平成15年
３月21日 
至平成16年 
３月20日 

自平成16年 
３月21日 

至平成17年 
３月20日 

売上高 （千円） 4,109,174 4,187,200 4,594,693 8,582,274 9,077,620

経常利益 （千円） 52,906 46,891 24,913 137,604 161,573

中間（当期）純利益又は
純損失（△） 

（千円） △95,844 14,729 17,070 △50,781 69,942

持分法を適用した場合の
投資損益 

（千円） － △601 － － △2,170

資本金 （千円） 611,650 611,650 611,650 611,650 611,650

発行済株式総数 （株） 4,411,000 4,411,000 4,411,000 4,411,000 4,411,000

純資産額 （千円） 1,769,997 1,785,937 1,822,320 1,817,749 1,843,731

総資産額 （千円） 5,258,271 5,318,570 5,070,103 5,295,376 5,197,081

１株当たり純資産額 （円） 402.20 405.86 414.32 413.06 417.98

１株当たり中間（当期）
純利益金額又は純損失金
額（△） 

（円） △21.78 3.35 3.88 △11.54 14.78

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益金
額 

（円） － － － － －

１株当たり中間（年間）
配当額 

（円） － － － 10.00 8.00

自己資本比率 （％） 33.7 33.6 35.9 34.3 35.5

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 222,213 173,997 329,093 303,330 1,338

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 15,390 △33,645 △31,577 21,914 △91,030

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） 54,515 202,751 25,422 △255,682 △214,510

現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

（千円） 1,026,354 1,146,901 823,105 803,798 499,596

従業員数 （人） 163 160 167 156 156



２【事業の内容】 

 当社は照明器具、電線等の電気機器・電設資材を専門に取扱う卸売業者であり、関東・静岡県東部を地盤とし、専業メーカー

の商品を中心に電気工事・設備工事業者、法人企業（工場関連）を対象に販売を行っております。 

  

〔事業系統図〕 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

  

当社の取扱商品を品目別に示すと次の通りであります。 

  

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、当社の非連結子会社であったシンコーサービス株式会社につきましては、平成17年３月21日付にて

当社に吸収合併し、関連会社であった株式会社大地の株式につきましてはエルティーアイ株式会社に平成17年４月11日付にて当

社持株の全株式を譲渡しているため、関係会社はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2)労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

取扱商品分類 主  要  品  目 

照明器具類 
照明器具（住宅用・施設用・非常用・店舗用） 

電球・蛍光ランプ・ハロゲン電球・水銀灯・点灯管 

電線・パイプ類 

高・低圧電力ケーブル・光ケーブル・ＬＡＮケーブル・合成ゴム電線 

警報用電線・耐熱用電線・耐火用電線 

鋼管電線管・塩化ビニール電線管・各種電線管付属品・ケーブルラック 

開閉器・盤・制御機器類 
分電盤・受配電機器・高圧受電設備・ブレーカー 

制御機器（ＦＡ関連機器・シーケンサ・インバーター） 

家電・住設・弱電機器類 
家電製品・住宅設備機器・通信機器・ＯＡ機器・音響機器 

防災セキュリティ・ビル監視設備 

その他 
配線器具・配線材料・架線材料・碍子・電柱・鋼管ポール・避雷針 

工具・計測機器 

  平成17年９月20日現在

従業員数（人） 167 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、大手企業を中心に企業収益の改善により回復の兆しが見られ、民間設備投資への好影響が

期待されていますが、原油を始めとする資源価格の高騰等による不透明感が増し、景気の踊り場といわれるような足踏み状態が続い

ております。 

 こうした情勢の中で、当社は顧客の多様化するニーズにきめ細かい対応が出来る様、引き続き新商材の開拓と、一層の品揃え充実

を図るための体制作りに取り組み、そして事業の業容の拡大に努めてまいりました。 

 具体的には工場等の法人企業営業を中心としていた１００％子会社のシンコーサービス㈱を平成17年３月21日付で吸収合併し営業

開発部に組み入れて組織の充実を計ると共に、太陽光発電システム等の新規事業立ち上げを推進しております。また、さらなる得意

先のシェアの確保を目指し、全社をあげて拡販セール、春の合同展示会等を企画・実施し、提案型営業活動を展開してまいりまし

た。 

 一方、第三次基幹システムへの移行を実施（現行のオフコンによる分散方式より本社集中サーバー方式へ）し、一層の業務の効率

化・改革改善を促進させると共に、ローコストオペレーション化に向けて取り組んでおります。 

 以上のように、業績の向上、改善に努めた結果、売上高は4,594百万円、前中間会計期間末に比べ407百万円（9.7％）の増加となり

ました。しかしながら、業界内における競合激化による販売価格の下落と仕入価格の一部高騰の影響により粗利益率、売上総利益共

に低迷いたしました。 

 上記に加え、今後の営業展開を視野に置いた人員増と、それに伴う人材教育を行ったことから販売費及び一般管理費も増加した

為、経常利益は24百万円（前年同期比46.9％減）となり、中間純利益については17百万円（同、15.9％増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、短期借入債務の返済により、前中間会計期間末に比

べ323百万円（28.2％）減少し、当中間会計期間末には823百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は329百万円であり、前中間会計期間に比べ155百万円増加しました。これは主に、売掛債権の回収が

進んだことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は31百万円であり、前中間会計期間に比べ2百万円減少しました。これは主に、設備投資額の減少によ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は25百万円であり、前中間会計期間に比べ177百万円減少しました。これは主に、短期借入債務の返済

によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）販売実績 

 当中間会計期間の商品販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前年同期比（％） 

照明器具類（千円） 724,181 104.5 

電線・パイプ類（千円） 911,938 108.4 

開閉器・盤・制御機器類（千円） 901,831 113.7 

家電・住設・弱電機器類（千円） 897,559 123.3 

その他（千円） 439,176 105.7 

合計（千円） 3,874,686 111.6 

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前年同期比（％） 

照明器具類（千円） 846,475 104.4 

電線・パイプ類（千円） 1,107,263 106.4 

開閉器・盤・制御機器類（千円） 1,047,340 113.4 

家電・住設・弱電機器類（千円） 1,069,647 119.7 

その他（千円） 523,965 101.0 

合計（千円） 4,594,693 109.7 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 12,000,000 

計 12,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成17年９月20日） 
提出日現在発行数（株）
（平成17年11月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,411,000 同左 ジャスダック証券取引所 － 

計 4,411,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年３月21日 
～ 

平成17年９月20日 
－ 4,411,000 － 611,650 － 691,950 

    平成17年９月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

愛光電気共栄会 神奈川県小田原市西大友205－２ 408 9.24 

近藤 久三 神奈川県小田原市柳新田50－８ 323 7.32 

近藤 保 神奈川県小田原市飯田岡30－7 303 6.87 

東芝ライテック株式会社 東京都品川区東品川４－３－１ 264 5.98 

渡会 敏昭 神奈川県小田原市柳新田50－７ 204 4.62 

愛光電気社員持株会 神奈川県小田原市西大友205－２ 181 4.10 

河村電器産業株式会社 愛知県瀬戸市暁町３－86 153 3.46 

スミデンアイネット株式会社 東京都北区田端６－１－１ 152 3.44 

渡会 晃 神奈川県小田原市曽比1217 133 3.03 

さがみ信用金庫 神奈川県小田原市本町２－９－25 99 2.24 

計 ────── 2,221 50.35 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が27,000株（議決権の数27個）含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２．月別最高・最低株価は、平成17年４月１日から平成17年９月30日までの暦月によっております。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 12,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,336,000 4,336 － 

単元未満株式 普通株式 63,000 －
１単元（1,000株）
未満の株式 

発行済株式総数 4,411,000 － － 

総株主の議決権 － 4,336 － 

     平成17年９月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

愛光電気株式会社 
神奈川県小田原市西
大友205－２ 

12,000 － 12,000 0.27

計 － 12,000 － 12,000 0.27

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 300 300 311 351 330 340 

最低（円） 270 285 285 300 292 290 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成16年３月21日から平成16年９月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期

間（平成17年３月21日から平成17年９月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成16年３月21日 至平成16年９月20日）及び当中間会計期

間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年３月20日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   1,146,901  823,105 499,596  

２．受取手形 ※４ 1,358,595  1,340,288 1,597,023  

３．売掛金   1,254,197  1,344,863 1,531,538  

４．たな卸資産   263,786  284,485 238,124  

５．その他   110,312  85,555 176,637  

６．貸倒引当金   △38,100  △29,229 △47,229  

流動資産合計    4,095,693 77.0 3,849,070 75.9  3,995,692 76.9

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1) 建物 ※1,2 308,632  294,407 299,236  

(2) 土地 ※２ 437,490  437,490 437,490  

(3) その他 ※１ 77,526  114,316 104,020  

計    823,648 15.5 846,214 16.7  840,747 16.2

２．無形固定資産    21,587 0.4 13,322 0.3  17,376 0.3

３．投資その他の資産       

(1) 投資有価証券   61,527  90,170 66,575  

(2) 関係会社株式   15,000  － 15,000  

(3) その他   502,860  305,758 296,666  

(4) 貸倒引当金   △201,875  △34,431 △35,041  

計    377,512 7.1 361,496 7.1  343,200 6.6

固定資産合計    1,222,748 23.0 1,221,033 24.1  1,201,324 23.1

Ⅲ 繰延資産    128 0.0 － －  64 0.0

資産合計    5,318,570 100.0 5,070,103 100.0  5,197,081 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   324,917  360,790 409,350  

２．買掛金   624,934  662,614 740,570  

３．短期借入金   1,865,850  1,510,000 1,449,150  

４．１年以内償還予定
社債 

※２ －  400,000 200,000  

５．未払法人税等   30,168  18,500 29,992  

６．賞与引当金   45,000  49,155 61,956  

７．その他 ※５ 119,221  122,820 127,333  

流動負債合計    3,010,092 56.6 3,123,880 61.6  3,018,353 58.1



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月20日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年３月20日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債       

１．社債 ※２ 400,000  － 200,000  

２．退職給付引当金   81,871  89,578 90,651  

３．役員退職慰労引当
金 

  40,669  34,323 44,344  

固定負債合計    522,540 9.8 123,902 2.5  334,996 6.4

負債合計    3,532,633 66.4 3,247,782 64.1  3,353,349 64.5

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    611,650 11.5 611,650 12.1  611,650 11.8

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   691,950  691,950 691,950  

資本剰余金合計    691,950 13.0 691,950 13.6  691,950 13.3

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   45,943  45,943 45,943  

２．任意積立金   355,000  395,000 355,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  83,459  72,483 138,672  

利益剰余金合計    484,403 9.1 513,426 10.1  539,615 10.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,841 0.0 9,814 0.2  4,757 0.1

Ⅴ 自己株式    △3,906 △0.0 △4,520 △0.1  △4,241 △0.1

資本合計    1,785,937 33.6 1,822,320 35.9  1,843,731 35.5

負債・資本合計    5,318,570 100.0 5,070,103 100.0  5,197,081 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    4,187,200 100.0 4,594,693 100.0  9,077,620 100.0

Ⅱ 売上原価    3,454,124 82.5 3,828,851 83.3  7,504,529 82.7

売上総利益    733,075 17.5 765,842 16.7  1,573,091 17.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   732,804 17.5 788,056 17.2  1,513,432 16.6

営業利益    271 0.0 － －  59,658 0.7

営業損失    － － 22,214 △0.5  － －

Ⅳ 営業外収益 ※１  69,291 1.6 68,944 1.5  147,643 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  22,671 0.5 21,816 0.5  45,729 0.5

経常利益    46,891 1.1 24,913 0.5  161,573 1.8

Ⅵ 特別利益 ※３  16,000 0.4 19,080 0.5  6,871 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  21,628 0.5 － －  21,628 0.2

税引前中間（当
期）純利益 

   41,263 1.0 43,994 1.0  146,816 1.6

法人税、住民税及
び事業税 

  29,939  14,833 60,968  

法人税等調整額   △3,406 26,533 0.6 12,090 26,923 0.6 15,905 76,873 0.8

中間（当期）純利
益 

   14,729 0.4 17,070 0.4  69,942 0.8

前期繰越利益    68,730 55,413  68,730 

中間（当期）未処
分利益 

   83,459 72,483  138,672 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
前中間会計期間

（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

税引前中間（当期）純利益 41,263 43,994 146,816 

減価償却費 23,844 21,580 47,326 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11,227 △1,073 △2,446 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減
少） 

25,340 △10,020 29,015 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30,891 △18,609 △188,595 

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,495 △12,801 14,460 

受取利息及び配当金 △2,238 △2,296 △3,964 

支払利息 8,735 7,520 16,867 

投資有価証券売却益 △5,400 － △5,400 

受取手形増減額（△は増加） 174,860 256,735 △63,566 

売掛金増減額（△は増加） 167,946 241,214 △109,394 

商品増減額（△は増加） △15,694 △45,120 9,966 

前払費用増減額（△は増加） 11,222 △3,434 20,304 

未収入金増減額（△は増加） 10,997 23,022 △11,262 

その他流動資産増減額（△は増加） 166 7,429 △12,709 

破産・更生債権等の増減額（△は増
加） 

15,084 △3,302 181,112 

支払手形増減額（△は減少） △104,426 △48,560 △19,993 

買掛金増減額（△は減少） △87,960 △83,856 27,675 

未払金増減額（△は減少） △224 625 6,931 

未払費用増減額（△は減少） △249 △1,280 1,446 

未払消費税等増減額（△は減少） 6,176 2,161 3,845 

預り金増減額（△は減少） 157 △6,422 30 

役員賞与の支払額 － △4,900 － 

その他 △2,056 1,502 338 

小計 222,932 364,109 88,805 

利息及び配当金の受取額 2,236 2,444 3,203 

利息の支払額 △8,400 △7,527 △16,695 

法人税等の支払額 △42,771 △29,931 △73,976 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

173,997 329,093 1,338 



  

  

  次へ 

  
前中間会計期間

（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度の要約キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △27,737 △21,105 △63,975 

有形固定資産の売却による収入 － － 154 

投資有価証券の売却による収入 9,200 － 9,200 

投資有価証券の取得による支出 △8,180 △15,166 △8,367 

関係会社株式の売却による収入 － 5,000 － 

関係会社株式の取得による支出 △5,000 － △5,000 

貸付けによる支出 － － △30,000 

その他 △1,928 △305 6,958 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△33,645 △31,577 △91,030 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

短期借入金の増減額（△は減少） 290,000 80,000 △100,000 

長期借入金の返済による支出 △43,320 △19,150 △70,020 

自己株式の取得による支出 △84 △278 △419 

配当金の支払額 △43,844 △35,148 △44,070 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

202,751 25,422 △214,510 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

－ － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△
は減少） 

343,103 322,938 △304,202 

Ⅵ 子会社合併による現金及び現金同
等物の増加額 

－ 570 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高 803,798 499,596 803,798 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 1,146,901 823,105 499,596 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

   償却原価法を採用しており

ます。 

同左 同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

─────  移動平均法による原価法を

採用しております。 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

同左  期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法に基づく原価法

を採用しております。 

同左 同左 

  (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産 

  商品 同左 同左 

   移動平均法に基づく原価法

を採用しております。 

    

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産…定率法 (1)有形固定資産…定率法 (1)有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

同左 同左 

  

  (2)無形固定資産…定額法 (2)無形固定資産…定額法 (2)無形固定資産…定額法 

   なお、営業権については商法の

規定する最長期間（５年間）にわ

たり均等償却し、ソフトウェア

（自社利用）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

同左 同左 

  

３．繰延資産の処理方法 (1)社債発行差金 (1)社債発行差金 (1)社債発行差金 

   商法の規定により社債償還期間

に均等額を償却しております。 

同左 同左 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

同左  従業員の賞与の支給に備えて、

賞与支給見込額の当会計期間負担

額を計上しております。 

  (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

  

  (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左  役員退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理について  消費税等の会計処理について  消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

同左 同左 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

───── 

  

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

───── 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

───── 

  

  

  

  

「地方税法等の一部を改正する法 

律」（平成15年法律第9号）が平成 

15年3月31日に公布され、平成16年 

4月1日以降に開始する事業年度より 

外形標準課税制度が導入されたこと 

に伴い、当中間会計期間から、「法

人事業税における外形標準課税部分 

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年2月13日 

企業会計基準委員会実務対応報告第 

12号）に従い法人事業税の付加価値 

割及び資本割3,594千円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。 

───── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成16年９月20日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月20日） 

前事業年度末 
（平成17年３月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

846,414千円 883,130千円 865,421千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

 担保に供している資産は次の

とおりであります。 
  
建物 81,499千円

土地 81,881千円

計 163,380千円

  
建物 77,119千円

土地 81,881千円

計 159,000千円

建物 78,903千円

土地 81,881千円

計 160,784千円

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 担保付債務は次のとおりであ

ります。 
  
社債 200,000千円

  
社債 200,000千円 社債 200,000千円

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

───── ───── (1)債務保証 

     次の関連会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 
        

保証先 金額 内容 
㈱大地 20,000千円 借入債務 

※４ 中間期末日満期手形 ※４ 中間期末日満期手形 ※４ 期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期

末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

─────  期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処

理しております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

  
受取手形 44,800千円

 
受取手形 44,025千円

※５ 消費税等の扱い ※５ 消費税等の扱い ※５ 消費税等の扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、金額的重要性

が乏しい為、流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

同左 ───── 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
  
受取利息 1,333千円

仕入割引 56,864千円

  
受取利息 1,296千円

仕入割引 62,624千円

受取利息 2,389千円

仕入割引 119,954千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
  
支払利息 5,546千円

社債利息 3,188千円

売上割引 13,871千円

  
支払利息 4,329千円

社債利息 3,191千円

売上割引 14,173千円

支払利息 10,490千円

社債利息 6,376千円

売上割引 27,646千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 
  
貸倒引当金戻入
額 

16,000千円

  
貸倒引当金戻入
額 

19,080千円 貸倒引当金戻入
額 

6,871千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 当中間期において規定の改定を行

い、過年度分に係る金額を特別損失

として計上しております。 

─────  当期において規定の改定を行い、

過年度分に係る金額を特別損失とし

て計上しております。 
  
役員退職慰労引
当金繰入額 

21,628千円

 
役員退職慰労引
当金繰入額 

21,628千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 
  
有形固定資産 18,420千円

無形固定資産 5,423千円

  
有形固定資産 17,421千円

無形固定資産 4,158千円

有形固定資産 37,702千円

無形固定資産 9,624千円

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 
  

（平成16年９月20日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 1,146,901

現金及び現金同等物 1,146,901

 
（平成17年９月20日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 823,105

現金及び現金同等物 823,105

（平成17年３月20日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 499,596 

現金及び現金同等物 499,596 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車輌運搬具 14,857 13,403 1,454 

合計 14,857 13,403 1,454 

───── 
取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

車輌運搬具 7,028 6,536 491 

合計 7,028 6,536 491 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
  

１年内 1,517千円

１年超 －千円

合計 1,517千円

───── １年内 516千円

１年超 －千円

合計 516千円

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  
支払リース料 2,184千円

減価償却費相当額 2,082千円

支払利息相当額 29千円

  
支払リース料 519千円

減価償却費相当額 491千円

支払利息相当額 2千円

支払リース料 3,197千円

減価償却費相当額 3,044千円

支払利息相当額 41千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 27,307千円

１年超 55,784千円

合計 83,091千円

  
１年内 35,688千円

１年超 69,004千円

合計 104,692千円

１年内 32,702千円

１年超 64,070千円

合計 96,772千円

    

(減損損失について） 

  

   リース資産に配分された減

損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月20日現在） 

有価証券 

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

3.その他有価証券で時価のあるもの 

  

4.時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成17年９月20日現在） 

有価証券 

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

3.その他有価証券で時価のあるもの 

  

4.時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 12,823 20,419 7,596 

(2)債券 － － － 

(3)その他 36,535 32,007 △4,527 

合計 49,358 52,427 3,068 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

  
(1) 満期保有目的の債券 
  私募債 8,000 
(2) その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,100 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 28,171 46,701 18,530 

(2)債券 － － － 

(3)その他 36,541 34,369 △2,172 

合計 64,712 81,070 16,357 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

  
(1) 満期保有目的の債券 
  私募債 8,000 
(2) その他有価証券 

非上場株式 1,100 



前事業年度末（平成17年３月20日現在） 

有価証券 

1.満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

3.その他有価証券で時価のあるもの 

  

4.時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間（自平成16年３月21日 至平成16年９月20日）、当中間会計期間（自平成17年３月21日 至平成17年９月20日）及

び前事業年度（自平成16年３月21日 至平成17年３月20日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 13,010 23,774 10,764 

(2)債券 － － － 

(3)その他 36,535 33,700 △2,834 

合計 49,546 57,475 7,929 

  貸借対照表計上額（千円） 

  
(1) 満期保有目的の債券 
  私募債 8,000 
(2) その他有価証券 

非上場株式 1,100 



（持分法損益等） 

  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

関連会社に対する投資の
金額（千円） 

5,000 － 5,000 

持分法を適用した場合の
投資の金額（千円） 

4,398 － 2,829 

持分法を適用した場合の
投資損失の金額（千円） 

601 － 2,170 



（１株当たり情報） 

  

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

  

１株当たり純資産額 405円86銭

１株当たり中間純利益
金額 

3円35銭

  

１株当たり純資産額 414円32銭

１株当たり中間純利益
金額 

3円88銭

１株当たり純資産額 417円98銭

１株当たり当期純利益
金額 

14円78銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日)

前事業年度 
(自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日)

中間（当期）純利益（千円） 14,729 17,070 69,942 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 4,900 

（うち利益処分による役員賞与金）
（千円） 

－ － (4,900) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

14,729 17,070 65,042 

期中平均株式数（千株） 4,400 4,398 4,400 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年３月21日 
至 平成16年９月20日） 

当中間会計期間
（自 平成17年３月21日 
至 平成17年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

───── ───── 1. シンコーサービス株式会社との合
併（簡易合併） 
 当社は、当社グループ全体の再編
成と経営効率化を図る一環として、
当社の100％出資子会社であるシン
コーサービス株式会社を平成17年３
月21日付にて吸収合併いたしまし
た。 
(1)合併契約の概要 
① 合併期日 
   平成17年３月21日 
 ② 合併の形式 
 当社を存続会社とし、シンコーサ
ービス株式会社を解散会社とする吸
収合併とし、合併による新株の発行
及び資本金の増加は行いません。 
 ③ 財産の引継 
 合併期日においてシンコーサービ
ス株式会社の資産負債及び権利義務
の一切を引き継ぎます。 
(2)シンコーサービス株式会社の概要 
 平成17年３月20日現在の財政状態 

資産合計 64百万円 
負債合計 57百万円 
資本合計 6百万円 

2. 関連会社の異動（株式譲渡） 
 当社は、関連会社である株式会
社大地の株式をエルティーアイ株
式会社に譲渡することとし、平成
17年４月11日付をもち株式譲渡手
続きが完了致しました。 
(1)異動する関連会社の概要 

(2)株式譲渡先、譲渡株式数、譲渡
金額及び譲渡前後の所有株式数
の状況 

商号 株式会社 大地 
代表者 坂部 昌一 
本社所在地 神奈川県小田原市 
設立年月日 平成16年７月１日 
主な事業内容 壁紙等建築用資材

の販売 
決算期 ９月 
主な事業所 小田原、京都、横

浜 
資本の額 １０百万円 
発行済株式総
数 

１０株 

株式譲渡先名 エルティーアイ株
式会社（本社：京
都市） 

異動前の当社
所有株式数 

５株 
(所有割合５０％) 

譲渡株式数 ５株 

異動後の当社
所有株式数 

０株 
(所有割合 ０％) 

譲渡金額 ５百万円 
(@100万円／株) 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第46期）（自 平成16年３月21日至 平成17年３月20日）平成17年６月17日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年11月29日

愛光電気株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 小口 光義  印 

  関与社員   公認会計士 原田 清朗  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛

光電気株式会社の平成16年３月21日から平成17年３月20日までの第46期事業年度の中間会計期間（平成16年３月21日

から平成16年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、愛光電気株式会社の平成16年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年

３月21日から平成16年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

     

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年11月24日

愛光電気株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小口 光義  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 清朗  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 直志  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛

光電気株式会社の平成17年３月21日から平成18年３月20日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成17年３月21日

から平成17年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、愛光電気株式会社の平成17年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

３月21日から平成17年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

     

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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